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Ⅰ 伐採、造林、保育その他森林の整備に関する基本的な事項 

 

１ 森林整備の現状と課題 

 本市は、長崎県五島列島の南西端にある福江島、奈留島、久賀島、椛島、黄島、赤島及び小さ

な島々からなり海岸線が長く、市の中西部には、五島最高峰の父ヶ岳を基点として北西に 300ｍ

前後の山々が縦走しており、これらの山間を鰐川、一の川、福江川、中須川などが流れている。 

その各河川の上流には、福江ダム、内闇ダム、繁敷ダム、大川原ダム、浦ノ川ダム等が造成さ

れ、水資源の確保に利用されている。 

五島列島は、西海国立公園としてほぼ全域が指定され、地形、動植物、文化財等海の国立公

園として高く評価されている。 

対馬暖流の影響から気候は温暖であるが、台風の常襲地となっており、地力が低いことと相ま

って、根曲がり、大曲、又木が多く、完満・通直な高木・大径木が育ちにくい自然条件となっている。 

本市の総面積は４２，０１２ha であり、森林に恵まれており、森林面積は２７，２８９ha で、総面

積の６５％を占めている。民有林面積は、 ２３，８２２ha で、そのうちヒノキを主体とした人工林の

面積は １１，８４０ha であり人工林率５０％である。 

公有林の面積が多く約６，２９０ｈａで民有林の ２６％を占めている。 

近年の林業・木材業を取り巻く厳しい環境の中で、森林所有者の高齢化・林業経営意欲の減退

や所有界・所有者不明等により、市内の森林の間伐・保育等の手遅れ林分が増加傾向にある。 

これらの森林の状況から、森林を適正に管理し、森林の有する多面的な機能を高度に発揮さ

せるためには、適切に間伐・保育を推進する必要がある。 

今後の森林整備にあたっては、森林整備水準の向上・自然的、社会経済的条件・森林の有す

る諸機能が総合的かつ高度に発揮されるよう多様な森林の整備を計画的に推進する。 

これらの森林整備に係る課題を解決するためには、行政、森林組合、森林所有者等が一体と

なり間伐・保育等を計画的・組織的に推進して、市内の森林を総合的に整備していくことが今後必

要である。 

また、玉之浦町を中心としてニホンジカが多数生息していたが、現在ではニホンイノシシととも

に福江島全域まで生息域を拡大している。ニホンイノシシについては、奈留島にも生息域を拡大

している。 

さらに、福江市の鬼岳を中心としてクリハラリス（タイワンリス）も福江島中心域に広がりつつあ

る。このため特定外来生物の防除により農林業の被害を最小限にくいとめるために捕獲業務を継

続的に行っていく必要がある。 

加えて、五島市ではツバキ植栽事業及びツバキ林台帳整備等ツバキ林の保全を実施しており、

ツバキ実生産者と搾油所や製品加工者で組織する五島列島ヤブツバキ振興協議会が主体となっ

てツバキ油の増産・振興に取り組んでいる。 
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２ 森林整備の基本方針 

（１） 地域の目指すべき森林資源の姿 

公益的機能別施業森林

の設定 

保安林のほか、砂防指定地、自然公園など法令により施業方法が規制

されている林小班を抽出し、各法指定の趣旨を踏まえて、当該森林に期

待される機能を把握 

 ゾーニング区分 対象とすべき森林 目指すべき森林資源の姿 

水源涵養機能維持

増進森林 

ダム集水区域や主要な河川の上流

に位置する水源地周辺の森林、地

域の用水源として重要なため池、湧

水地、渓流等の周辺に存する森林、

人家、田畑等の周辺や上流で下方

への保水効果や干害防止効果を期

待している森林であり、水源涵養機

能の発揮を重視すべき森林 

下層植生とともに樹木の根が発

達することにより、水を蓄える隙

間に富んだ浸透・保水能力の高

い森林土壌を有する森林であっ

て、必要に応じて浸透を促進す

る施設等が整備されている森林 

水源涵養機能維持

増進森林に準ずる

森林 

上記に準ずる森林 

 

 

上記に準ずる 

 

山地災害防止機能

/土壌保全機能維

持増進森林 

土砂の流出、土砂の崩壊の防備、

その他災害の防備のための森林で

山地災害防止機能の発揮を重視す

べき森林 

下層植生が生育するための空間

が確保され、適度な光が射し込

み、下層植生とともに樹木の根

が深く広く発達し土壌を保持する

能力に優れた森林であって、必

要に応じて山地災害を防ぐ施設

が整備されている森林 

快適環境形成機能

維持増進森林 

県民の日常生活等に密接な関わり

を持つ里山等の森林で、風や霧等

の自然的要因の影響及び騒音や粉

塵等人為的要因の影響を緩和し、

気温や湿度を調整する等地域の快

適な生活環境の保全に資する等生

活環境保全機能の発揮を重視すべ

き森林 

樹高が高く枝葉が多く茂っている

など遮蔽能力や汚染物質の吸着

能力が高く、諸被害に対する抵

抗性が高い森林 

保健・文化機能維

持増進森林（生物

多様性保全機能を

含む） 

地域の生物多様性の保全に不可欠

な森林、優れた自然景観等を形成

する森林、県民の保健・文化・教育

的利用に適した森林等の保健文化

機能の発揮を重視すべき森林 

・身近な自然や自然とのふれあ

いの場として適切に管理され、多

様な樹種等からなり、住民等に

憩いと学びの場を提供している

森林であって、必要に応じて保
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健・教育活動に適した施設が整

備されている森林 

・史跡・名勝等と一体となって潤

いのある自然景観や歴史的風致

を構成している森林であって､必

要に応じて文化活動に適した施

設が整備されている森林 

・原生的な森林生態系、希少な

生物が生育・生息する森林、陸

域・水域にまたがり特有の生物

が生育・生息する渓畔林 

木材の生産機能維持増

進森林 

森林簿の５機能区分のうち木材生

産機能がＨである森林、林木の生育

が良好な森林、林道等の開設状況・

開設予定や地形等から効率的な森

林施業を推進していく森林 

林木の生育に適した土壌を有

し、木材として利用する上で良好

な樹木により構成され成長量が

高い森林であって､林道等の基

盤施設が適切に整備されている

森林 

 五島市内の森林資源構成現状と課題を踏まえ、森林整備の基本的な推進方向を次のタイプに

区分する。 

① 水源涵養機能維持増進森林（五島市一円の内、②～④以外の区域及び離島（椛島、ツブラ

島、多々良島、屋根尾島、サザエ島、赤島、黄島、黒島、津多羅島、嵯峨島等島嶼）区域を除

き水源涵養機能維持増進森林に区域化する。地区としては、奈留島本島、久賀島本島、福江

島本島）  

生活用水源等のための水源涵養機能を重視していく。 

② 山地災害防止機能/土壌保全機能維持増進森林（旧福江市北部、西部、旧玉之浦町中部、南

部)  

山地災害、自然環境の維持機能を重視していく。 

③ 適環境形成機能維持増進森林（旧富江町北部、旧岐宿町北部、旧三井楽町東部） 

快適環境の維持機能を重視していく。 

④ 健康・文化機能維持増進森林（旧福江市南部、富江半島、島山島地区） 

生活及び自然環境の維持機能を重視する。 

⑤ 木材の生産機能維持増進森林（旧福江市北西部、旧岐宿町北部・中部、旧富江町北部、旧

玉之浦町東部、旧三井楽町南部）  

効率的な森林施業により木材生産機能を重視していく。 

以上の森林整備の推進方向を踏まえ、以下の事項を重点として適切な森林整備を推進するこ

ととする。 

旧福江市西部、旧岐宿町北西部地区においては、成熟しつつある人工林資源を活用するため、
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林道の整備が進められており、利用間伐を中心に、計画的かつ効率的な伐採を推進する。 

各ダム上流域の森林や保安林等の公益的機能の高い森林を中心として、機能の長期的効果

を維持するため長伐期施業を積極的に推進することとする。 

鬼岳周辺、富江半島、島山島地区においては、ニホンジカ等の生息や森林とふれあう施設の

整備が成されており、環境や景観に配慮した森林の整備を行う。 

（２）森林整備の基本的な考え方及び森林施業の推進方策 

五島壱岐地域森林計画書で定める「森林の整備及び保全の基本方針」を基本としつつ、以下

の区分ごとに森林を区分し、区分別の対象とすべき森林、望ましい（目指す）姿について、森林整

備及び保全の基本方針を次に示す。 

公益的機能別施業森林 森林整備及び保全の基本方策 

 水源涵養機能維持増進森

林 

・ 良質な水の安定供給を確保する観点から、地形・地質等の条

件を考慮したうえで、水源涵養機能の維持増進を図るための森

林施業を推進する。 

・ ダム等の利水施設上流部において、水源涵養の機能が充分に

発揮されるよう保安林の指定やその適切な管理を推進する。 

・ 樹根及び表土の保全に留意し、木材の旺盛な成長を促しつつ、

下層植生の発達を確保するため、適切な保育・間伐等を促進す

る。 

・ 人家、田畑等の周辺や上流で下方への保水効果や干害防止

効果を期待している森林において、水源涵養機能の維持増進

を図るための森林施業を推進する。 

 

山地災害防止機能/土壌

保全機能維持増進森林 

・ 災害に強い県土基盤を形成し、地形・地質等の条件を考慮した

うえで山地災害防止の機能の維持増進を図るための森林施業

を推進する。 

・ 樹根及び表土の保全に留意し、木材の旺盛な成長を促しつつ、

下層植生の発達を確保するため、適切な保育・間伐等を促進す

る。 

・ 伐採に伴う裸地面積の縮小及び分散を図ることとし、必要に応

じて山地災害を防ぐ施設を整備する。 

・ 集落等に近接する山地災害の発生の危険性が高い地域等に

おいて土砂の流出防備等の機能が十分に発揮されるような保

安林の指定やその適切な管理を推進するとともに、渓岸の侵食

防止や山脚の固定等に必要な谷止工や土留工等の施設の設

置を推進する。 

快適環境形成機能維持増

進森林 

・ 生活環境の保全、保健・風致の保存等のため、保安林の指定

やその適正な管理、重要な森林の適切な保全、防風や景観の
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創出等生活環境の保全等に重要な役割を果たしている森林等

の保全を推進する。 

・ 森林の構成を維持し、樹種の多様性を増進することを基本と

し、それぞれの森林が求められる機能やあり方に応じ、保護及

び適切な利用の組み合わせに留意して、適切な保育・間伐等

や、広葉樹の導入を図る施業を推進する。 

保健・文化機能維持増進

森林（生物多様性保全機

能を含む） 

・ 生物多様性の保全や森林とのふれあいを通じた森林と人間と

の共生を図る観点から、生活環境保全又は保健文化機能維持

増進を特に図るための森林施業を推進する。 

・ 森林の構成を維持し、樹種の多様性を増進することを基本と

し、それぞれの森林が求められる機能やあり方に応じ、保護及

び適切な利用の組み合わせに留意して、適切な保育・間伐等

や、広葉樹の導入を図る施業を推進する。 

木材の生産機能の維持増進を

図る森林 

・ 木材等の林産物を持続的、安定的かつ効率的に供給する観点

から、森林の健全性を確保し、木材需要に応じた樹種、径級の

林木を成育させるための適切な造林、保育及び間伐の実施を

推進する。 

・ 施業の集約化や機械化を通じた効率的な整備を推進する。 

上記のように森林整備を推進する上で重要となる林業労働力について、その担い手の主体で

ある森林組合が中心となって森林所有者に対する間伐促進の啓発や間伐の着実な実施を図る。 

 森林の整備に当たっては、森林の有する諸機能を高度に発揮させるために、また、これまでの

長期に渡る木材価格低迷等により、森林に対する所有者の関心が薄れていることに加え、本土

に比べて成長が悪いため手入れ不足の森林も多く、今後も保育作業としての切捨間伐及び利用

間伐等の適正な森林施業を実施し、健全な森林資源の維持増進を図る。 

また、今後主伐期を迎える林分については、伐採を計画的に実施していくための体制整備を推

進する。 

具体的には、担い手の主体である森林組合の体制整備だけでなく、保育作業については森林

整備事業に参入する事業体へ講習会等による伐採作業技術の向上、森林整備知識や手法の周

知を図り、無計画・無秩序な伐採による大規模荒廃地を生じさせない取組を図る。 

なお、林業公社林については「水源涵養機能増進森林」等において長伐期施業に取り組む。 

 

３ 森林施業の合理化に関する基本方針 

 県、市、森林所有者、森林組合、森林管理署等で相互に連絡を密にして、森林施業の共同化、

林業後継者の育成、林業機械化の促進及び木材流通・加工体制の整備など、長期展望に立った

林業諸施策の総合的な実施を計画的に推進するものとする。 
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Ⅱ 森林の整備に関する事項 

 

第１ 森林の立木竹の伐採に関する事項（間伐に関する事項を除く。） 

 

１ 樹種別の立木の標準伐期齢 

立木の伐採については、次の事項に従って適切に行うこととする。 

なお、標準伐期齢は地域を通じた標準的な立木の伐採（主伐）の時期に関する指標、制限林の

伐採規制等に用いられるものであり、標準伐期齢に達した森林の伐採を促すためのものではな

い。 

また、特定苗木などが調達可能であれば、その特性に対応した標準伐期齢の設定の検討を努

めることとするが、当面は下表により対応する。 

・樹種別の立木の標準伐期齢 

地域 樹種 

スギ ヒノキ マツ その他針葉樹 広葉樹 

本市全域 35 年 40 年 35 年 40 年 20 年 

 

２ 立木の伐採（主伐）の標準的な方法 

立木竹の伐採のうち主伐については、更新（伐採跡地（伐採により生じた無立木地）が、再び立

木地となること）を伴う伐採であり、その方法については、皆伐又は択伐によるものとする。 

五島壱岐地域森林計画に定める立木の伐採（主伐）の標準的な方法に関する指針に基づき、

森林の有する多面的機能の維持増進を図ることを旨として、立地条件、既往の施業体系、樹種の

特性、木材需要構造、森林の構成等を勘案して、皆伐、択伐等の伐採方法、主伐の時期、伐採

率、伐区の設定方法、集材の方法、その他必要な事項は下記のとおりである。 

皆伐 主伐のうち択伐以外のものとする。皆伐に当たっては、気候、地形、土壌等の自

然的条件及び公益的機能の確保の必要性を踏まえ、適切な伐採区域の形状、１

箇所当たりの伐採面積の規模及び伐採区域のモザイク的配置に配慮し、伐採面

積の規模に応じて、少なくともおおむね２０ヘクタールごとに保残帯を設け適確な

更新を図ることとする。 

①伐採区域の形状、自然条件や公益的機能の確保を考慮して、１箇所当たりの

伐採面積は、概ね１０ha 以内とし、努めて分散化を図る。 

②尾根筋、河川沿いでは片側２０ｍ程度を保存するよう努めることとし、公道及び

林道周辺はできるだけ保護樹帯を設置することとする。 

択伐 主伐のうち、伐採区域の森林を構成する立木の一部を伐採する方法であって、単

木・帯状又は樹群を単位として伐採区域全体ではおおむね均等な割合で行うも

のであり、材積にかかる伐採率が３０%以下（伐採後の造林が植栽による場合に

あっては４０%以下）の伐採）とする。また、択伐に当たっては、森林の有する多面
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的機能の維持増進が図られる適正な林分構造となるよう一定の立木材積を維持

するものとし、適切な伐採率によることとする。 

なお、立木の伐採の標準的な方法を定めるに当たっては以下のア～カに留意する。 

ア 森林の有する多面的機能の維持増進を図ることを旨とし、皆伐及び択伐の標準的な方法につ

いて、立地条件、地域における既往の施業体系、樹種の特性、木材の需要構造、森林の構成

等を勘案する。 

イ 森林の生物多様性の発揮の観点から、野生生物の営巣等に重要な空洞木について、保残等

に努める。 

ウ 森林の多面的機能の発揮の観点から、伐採跡地が連続することがないよう、伐採跡地間には

少なくとも周辺森林の成木の樹高程度の幅を確保する。 

エ 伐採後の適確な更新を確保するため、あらかじめ適切な更新の方法を定めその方法を勘案し

て伐採を行なうものとする。特に、伐採後の更新を天然更新による場合には、天然稚樹の生育

状況、母樹の保存、種子の結実等に配慮する。 

オ 林地の保全、雪崩、落石等の防止、風害等の各種被害の防止、風致の維持等のため、及び

渓流周辺や尾根筋等に保護樹帯を設置する。 

カ 前述に定めるものを除き、立木の伐採・搬出に当たっては、それに伴う土砂の流出等を未然

に防止し、林地保全に配慮する観点から「主伐時における伐採・搬出指針の制定について」（令

和 3 年 3 月 16 日付け 2 林整整第 1157 号林野庁長官通知）に基づき伐採する。 

   さらに集材に当たっては、地域森林計画第４の１（２）で定める「森林の土地の保全のため林

産物の搬出方法を特定する必要のある森林及びその搬出方法」に適合したものとするととも

に、「主伐時における伐採・搬出指針の制定について」（令和３年３月 16 日付け２林整整第

1157 号林野庁長官通知）を踏まえ、現地に適合した方法により実施する。 

・人工林の生産目標ごとの主伐の時期は、経営目的により下表を目安として定めるものとする。 

樹種 施業体系 主伐の時期(年) 

スギ 
短伐期 55 

長伐期 70 

ヒノキ 
短伐期 60 

長伐期 80 

 

３ その他必要な事項 

   木材等生産機能の維持増進を図る森林の区域においては、持続的、安定的な木材等の生

産を図るため、地域の実情に応じた伐採を行うものとする。 

 

第２ 造林に関する事項 

 

１ 人工造林に関する事項 

人工造林及び天然更新の対象樹種は、適地適木を基本として、立地条件、地域における造林
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種苗の需給動向及び木材の利用状況等を勘案して定められたもので、対象樹種を植栽すること

により健全な森林の成立が見込まれるものである。 

なお、必要に応じて品種を定めるほか、郷土種の選定等森林の生物多様性の保全にも留意する。 

（１） 人工造林の対象樹種 

区分 樹種 

針葉樹 スギ、ヒノキ、アカマツ、クロマツ、マキ、イチョウ、カヤ、その他有用針葉樹 

広葉樹 クヌギ、コナラ、ツバキ、キリ、ケヤキ、クスノキ、ヤマザクラ、その他有用広葉樹 

上記に定められた樹種以外の樹種を植栽しようとする場合は、林業普及指導員又は市林務担

当部局とも相談の上、適切な樹種を選択する。 

（２） 人工造林の標準的な方法 

画一的な植栽本数の適用につながらないよう、生産目標や森林の諸機能の発揮に対する社会

的要請等に応じて幅広く定めるものとし、施業の効率性や地位等の立地条件、木材生産の採算

性を踏まえ、既往の植栽本数や保安林の指定施業要件を勘案して、下表の植栽本数を基礎とす

るものとする。 

ア 人工造林の樹種別及び仕立ての別の植栽本数 

樹種 標 準 的 な 植 栽 本 数

（本／ha) 

備考 

スギ 1,500～3,000  

ヒノキ 1,500～3,000  

広葉樹 1,500～3,000  

上記に定めた標準的な植栽本数の範囲を超えて植栽しようとする場合は、林業普及指導員又

は市林務担当部局とも相談の上、適切な植栽本数を決定する。 

イ その他人工造林の方法 

区 分 標準的な方法 

地拵えの方法 伐採木及び枝条等が植栽や保育作業の支障とならないように整理することと

し、気象害や林地の保全に配慮する必要がある場合には筋置きとするなどの

点に留意するものとする。 

植付けの方法 気候その他の立地条件及び既往の植え付け方法をもとに定めるとともに、適

期に植え付ける。 

植栽の時期 ２月～３月（コンテナ苗を除く） 

  コンテナ苗の活用や伐採と造林の一貫作業システムについて必要に応じて関係機関と調整を

行いながら導入するよう努める。 

（３） 伐採跡地の人工造林をすべき期間 

五島壱岐地域森林計画で定める伐採跡地の人工造林をすべき期間に関する指針に基づき森

林の有する公益的機能の維持及び早期回復並びに森林資源の造成を図る観点から、３に定める

植栽によらなければ適確な更新が困難な森林に指定されている森林の更新など人工造林による
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更新は、皆伐による伐採跡地については、当該伐採が終了した日を含む年度の翌年度の初日か

ら起算して２年以内とする。 

 また、択伐による伐採跡地については、伐採による森林の公益的機能への影響を考慮し、伐採

が終了した日を含む年度の翌年度の初日から起算して５年を超えない期間とする。 

 

２ 天然更新に関する事項 

天然更新については、前生稚種の生育状況、母樹の存在など森林の現況、気候、地形、土壌

等の自然的条件、林業技術体系等からみて、主として天然力の活用により適確な更新が図られ

る森林において行なうものとする。 

（１） 天然更新の対象樹種 

五島壱岐地域森林計画で定める天然更新の対象樹種に関する指針に基づき立地条件、周辺

環境等を勘案し、天然更新の対象樹種（後継樹として更新の対象とする高木性の樹種）を以下に

示す。 

天然更新の対象樹種 針葉樹、アカメガシワ、カラスザンショウ等の高木性の先駆種、カシ

類、シイ類、クスノキ、タブノキ、ヤブニッケイ､クロキ、ケヤキ、サクラ

類、カエデ類、クリ、クヌギ、アベマキ、コナラ、ノグルミ、マテバシイ、

ヤマボウシ、ヤブツバキ等の広葉樹 

 ぼ う 芽 に よ る 更

新が可能な樹種 

上記のうち将来高木となりうる広葉樹 

（２） 天然更新の標準的な方法 

ア 天然更新の対象樹種の期待成立本数及び天然更新補助作業の標準的な方法 

五島壱岐地域森林計画で定める天然更新の標準的な方法に関する指針に基づき、気象その

他の立地条件、既往の造林方法等を勘案して、天然更新の対象樹種について、天然更新すべき

本数の基準となる期待成立本数は 16,000 本/ha とし、天然更新すべき立木の本数は 5,000 本

/ha（ただし、草丈以上のものに限る）とする。 

天然更新に当たって、地表処理、刈出し、植込み、芽かきの方法その他天然更新補助作業を

必要に応じて行うものとする。また、ぼう芽更新による場合には、ぼう芽の優劣が明らかとなる２

年目頃に、根または地際部から発生しているぼう芽を、１株当たりの仕立て本数３～４本を目安と

して、ぼう芽整理を行うこととする。 

①地表処理については、ササや粗腐食の堆積等により天然下種更新が阻害されている箇所にお

いて、かき起こし、枝条整理等の作業を行うこととする。 

②刈出しについては、ササなどの下層植生により天然稚樹の生育が阻害されている箇所におい

て行なうこととする。 

③植込みについては、天然稚樹等の生育状況等を勘案し、天然更新の不十分な箇所に必要な本

数を植栽することとする。 
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区    分 標準的な方法 

地表処理 種子の土壌面への確実な定着を図るため、土壌の A 層を表面に露出さ

せるよう、支障となる林床植生や落葉・落枝の除去を行なう。 

刈出し 目的樹種の生長の妨げとなる草本やササのほか、不要木が発生してきた

場合には、早めに除去する。 

植込み 土壌の乾燥等により、発芽・生長が阻害されるおそれがある場合には、低

木や林床植生を部分的に残置するなどし、下種後には必要に応じて落葉

等を散布する。また、目的樹種が成立しない箇所には補植を行う。 

芽かき 目的樹種の発生状況により必要に応じて芽かきを行なう。また、目的樹種

が成立しない箇所には補植を行う。 

イ その他天然更新の方法 

 伐採跡地の天然更新の完了を確認する方法は長崎県天然更新完了基準の５、６に記載のとお

りとする 

また、更新すべき立木の本数に満たず天然更新が困難であると判断される場合には天然更新

補助作業又は人工造林により更新を図る。 

（３） 伐採跡地の天然更新をすべき期間 

 五島壱岐地域森林計画で定める伐採跡地の天然更新をすべき期間の指針に基づき、森林の有

する公益的機能の維持及び早期回復を図るため、当該伐採が終了した日を含む年度の翌年度

の初日から起算して伐採後５年以内とする。 

 

３ 植栽によらなければ適確な更新が困難な森林に関する事項 

（１）植栽によらなければ適確な更新が困難な森林の基準 

五島壱岐地域森林計画で定める「植栽によらなければ適確な更新が困難な森林に関する指針」

に基づき、次の図を基準とする。 
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少なくとも５ha 以上の皆伐予定地で天然更新を計画した届出が提出された場合、現地の状況

等を勘案し上記の基準に該当する場合は、計画を変更し、人工造林を計画するよう指導する。 

（２）植栽によらなければ適確な更新が困難な森林の所在 

森林の区域 備考 

該当なし  

 

４ 森林法第 10 条の 9 第 4 項の規定に基づく伐採の中止又は造林をすべき旨の命令の基準 

 森林法第 10 条の 9 第 4 項の規定に基づく伐採の中止又は造林をすべき旨の命令の基準につ

いては、次のとおり定める。 

（１）  造林の対象樹種 

ア 人工造林の場合 

    １の（１）による。 

イ 天然更新の場合 

    ２の（１）による。 

（２） 生育し得る最大の立木の本数 

 ２の（２）のアによる。 

 

５ その他必要な事項 

  国庫補助事業等の活用による造林の実施と併せ、郷土樹種であるツバキの植栽を推進するこ

ととする。 

 

第３  間伐を実施すべき標準的な林齢、間伐及び保育の標準的な方法、その他間伐及び保育

の基準 

 

１ 間伐を実施すべき標準的な林齢及び間伐の標準的な方法 

立木の生育の促進ならびに林分の健全化及び木材としての利用価値を向上するため、下表の

内容を一般的な目安とし、植栽木の生育状況に応じて間伐を実施する。 

特に、下層植生が消失しているなど過密となっている林分では、間伐を実施するものとする。 

また、樹冠長率が３０％に満たない林分は、気象災害に対して弱く、間伐後しばらくの間は特に

危険である。したがって優勢木が適正配置されるように劣勢木中心の間伐を推進する。 

樹種 施業体系 植栽本数 

(本／ha） 

間伐を実施すべき標準的な林齢

（年） 

標準的な方法 備

考 

初回 2 回目 3 回目 4 回

目 

間伐率は、本数又は

材積比で２０％以上

とする。 

間伐木の選定は、林

分構成の適正化を

図るよう形成不良木

等に偏ることなく行う

 

スギ 短伐期 1,500 ～

3,000 

19 26 34  

長伐期 20 27 38 50 

ヒノキ 短伐期 1,500 ～ 22 31 44  
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長伐期 3,000 20 28 38 52 こととする。 

原則として、長崎県

間伐指針表(短伐期)

及び長伐期施業体

系図（長伐期）のとお

り。 

平均的な間伐実施

時期の間隔として 

○標準伐期令未満 

・・・10 年 

○標準伐期令以上 

・・・15 年とする 

注）保安林にあっては、保安林の指定施業要件として定められた間伐率の範囲内で行うこととする。 

 

２ 保育の種類別の標準的な方法 

保 育

の 種

類 

樹種 実施すべき標準的な林齢及び回数 標準的な方

法 

備

考 1 2 3 4 5 6 7 8 9 1

0 

1

1 

1

2 

1

3 

1

4 

1

5 

1

6 

下刈 ス ギ ① ② ② ① ① ① ①   ①       植栽木が下草

より抜け出るま

で行う。実施時

期は、６～７月

頃 を 目 安 と す

る。 

 

ヒノキ ① ② ② ① ① ① ①   ①       

つ る

切 

ス ギ       ①  ①        下刈り終了後、

つるの繁茂の 

状 況 に 応 じ て

行う。実施時期

は、６～７月頃

を目安とする。 

 

ヒノキ        ①  ①       

除伐 ス ギ           ①  ①    造林木の生長

を阻害したり、 

阻害が予想さ

れる侵入木や

形成不良木を

除去する。実施

時期は、１０～

３月頃を目安と

する。 

 

ヒノキ            ①   ①  

注 ①、②は実施回数 

この基準は一般的な目安を示したものであり、実行にあたっては、個々の森林の育成状況に応

じて実施する。 

 

３ その他必要な事項 

  ツバキ林整備については、除伐等の保育を適切に行うことで、立木の生育の促進及び林分の

健全化を図り、必要に応じて断幹により結実の促進を行うものとする。また、植栽及び伐採後は必

要に応じて下刈り等の保育を行うこと。 
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第４ 公益的機能別施業森林等の整備に関する事項 

 

１ 公益的機能別施業森林の区域及び当該区域内における施業の方法 

 公益的機能別施業森林の実施基準を適用する区域は、「水源涵養機能維持増進森林」及び「山

地災害防止機能/土壌保全機能維持増進森林」及び「快適環境形成機能維持増進森林」及び「保

健・文化機能維持増進森林（生物多様性保全機能を含む）」に区分して区域を定める。 

（１） 水源の涵養の機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき森林 

ア 区域の設定 

水源涵養保安林や干害防備保安林、ダム集水区域や主要な河川の上流に位置する水源地周

辺の森林、地域の用水源として重要なため池、湧水地、渓流等の周辺に存する森林、人家、田畑

等の周辺や上流で下方への保水効果や干害防止効果を期待している森林、水源涵養機能の評

価区分が高い森林など水源の涵養の機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき森林

を別表１のとおり定める。 

イ 森林施業の方法 

 下層植生や樹木の根を発達させる施業を基本とし、伐期の間隔の拡大とともに伐採に伴って発

生する裸地の縮小及び分散を図ることとする 

森林の区域については、別表２のとおり定める。 

森林の伐期齢の下限 

地  域 

樹   種 

スギ ヒノキ マツ 
その他

針葉樹 
広葉樹 

水源の涵養の機能の維持増

進を図るための森林施業を推

進すべき森林 

４５年 ５０年 ４５年 ５０年 ３０年 

（２） 土地に関する災害の防止機能及び土壌の保全の機能、快適な環境の形成の機能又は保

健文化機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき森林 

ア 区域の設定 

次に掲げる土地に関する災害の防止機能及び土壌の保全の機能、快適な環境の形成の機能

及び保健文化機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき森林を別表１により定める。 

① 土地に関する災害の防止機能及び土壌の保全の機能の維持増進を図る森林 

 土砂崩壊防備保安林、土砂流出防備保安林、なだれ防止保安林、落石防止保安林や、砂防指

定地周辺、山地災害危険地区等や山地災害の発生により人命・人家等施設への被害のおそれ

がある森林、山地災害防止機能の評価区分が高い森林等。 

具体的には、地形の傾斜が急な箇所、傾斜の著しい変移点をもっている箇所は、山腹の凹凸

部等地表流下水及び地中水の集中流下する部分をもっている箇所、地質が基岩の風化が異常

に進んだ箇所、基岩の節理又は片理が著しく進んだ箇所、破砕帯又は断層線上にある箇所、流

れ盤となっている箇所、土壌等が火山灰地帯等で表土が粗しょうで凝集力の極めて弱い土壌から



 18 / 37 
 

成っている箇所、土層内に異常な滞水層がある箇所、石礫地から成っている箇所、表土が薄く乾

性な土壌から成っている箇所等の森林等。 

② 快適な環境の形成の機能の維持増進を図る森林 

飛砂防備保安林、潮害防備保安林、風害防備保安林、雪害防備保安林、霧害防備保安林、防

火保安林や、国民の日常生活に密接な関わりを持ち塵等の影響を緩和する森林、風害、霧害等

の気象災害を防止する効果が高い森林、生活環境保全機能の評価区分が高い森林等。 

具体的には、市街地近郊林等に所在する森林であって郷土樹種を中心とした安定した林相を

なしている森林、市街地道路等と一体となって優れた景観美を構成する森林、気象緩和、騒音防

止等の機能を発揮している森林等。 

③ 保健文化機能の維持増進を図る森林 

 保健保安林、風致保安林、都市緑地法に規定する緑地保全地域及び特別緑地保全地区、都市

計画法に規定する風致地区、文化財保護法に規定する史跡名勝天然記念物に係る森林、キャン

プ場・森林公園等の施設を伴う森林などの国民の保健・教育的利用等に適した森林、史跡等と一

体となり優れた自然景観等を形成する森林、特に生物多様性の保全が求められる森林、保健文

化機能・生物多様性保全機能の評価区分が高い森林等。 

具体的には、湖沼、瀑布、渓谷等の景観と一体となって優れた自然美を構成する森林、紅葉等

の優れた森林美を有する森林であって主要な眺望点から望見されるもの、ハイキング、キャンプ

等の保健・文化・教育的利用の場として特に利用されている森林、希少な生物の保護のために必

要な森林等。 

イ 森林施業の方法 

 アの①については地形・地質等の条件を考慮した上で伐採に伴って発生する裸地化の縮小並

びに回避を図るとともに天然力も活用した施業、アの②については風や騒音等の防備や大気の

浄化のために有効な森林の構成の維持を図るための施業、アの③については憩いと学びの場を

提供する観点からの広葉樹の導入を図る施業や美的景観の維持・形成に配慮した施業を推進す

る。 

 また、アの①～③に森林については、適切な伐区の形状・配置等により、伐採後の林分におい

てこれらの機能の確保ができるため、長伐期施業を推進すべき森林として定める。主伐の時期は

標準伐期齢のおおむね２倍以上とし、伐採に伴って発生する裸地の縮小及び分散を図る。 

なお、保健文化機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき森林のうち、特に、地域

独自の景観等が求められる森林において、風致の優れた森林の維持又は造成のために特定の

樹種の広葉樹を育成する森林施業を行うことが必要な場合には、これを推進する。 

 それぞれの森林の区域については別表２のとおり定める。 

長伐期施業を推進すべき森林の伐期齢の下限 

 

地域 

樹種 

スギ ヒノキ マツ その他

針葉樹 
広葉樹 

土地に関する災害の防止機能及び土壌の保 ７０年 ８０年 ７０年 ８０年 ４０年 
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全の機能の維持増進を図る森林 

快適な環境の形成の機能の維持増進を図る

森林 

７０年 ８０年 ７０年 ８０年 ４０年 

保健文化機能の維持増進を図る森林 ７０年 ８０年 ７０年 ８０年 ４０年 

 

２  木材の生産機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき森林の区域及び当該区 

域内における施業の方法 

（１） 区域の設定 

区域の設定基準としては、森林の立地条件、森林の機能の評価区分等を参考に、森林の一体

性も踏まえつつ、木材等生産機能の維持増進を図る森林の区域を設定する。 

森林の区域については別表１のとおり定める。 

 また、木材の生産機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき森林の区域のうち、

林地生産力が高く、傾斜が比較的緩やかで、林道等や集落からの距離が近い森林等を「特に効

率的な施業が可能な森林」として定める。なお、人工林を中心とした林分があるなど周囲の森林

の状況を踏まえるとともに、災害が発生する恐れのある森林を対象としないよう十分に留意する。 

さらに、区域内において１の機能と重複する場合には、それぞれの機能の発揮に支障がないよ

うに定める。 

（２） 森林施業の方法 

 木材等林産物を持続的、安定的かつ効率的に供給するため、生産目標に応じた主伐の時期及

び方法を定めるとともに、植栽または天然更新による確実な更新、保育及び間伐等を推進するこ

とを基本とし、森林施業の集約化、路網整備や機械化等を通じた効率的な森林整備を推進する。 

 なお、特に効率的な施業が可能な森林の区域のうち、人工林については、原則として皆伐後に

は植栽による更新を行う。 

【別表１】 

区 分 森林の区域(林班) 面積（ha) 

水源の涵養の機

能の維持増進を

図るための森林

施業を推進すべ

き森林 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 (旧福江市) 
1,5~8,10~30,32,33,35~62,64,66~81,84~91,
95~98,114~160 
(旧富江町) 
1~27,29,31,32,34~46,48 
(旧玉之浦町) 
1~23,27~70,72,73,77,78,80,83~94,102~104 
(旧岐宿町) 
1~6,8,10,13,16~34,36~64 
（旧三井楽町） 
1~13,15~17 
(旧奈留町) 
1~23,25~37 
 

 
 
20,075.39 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 皆伐の実

施が可能

（旧富江町） 
28,30,33 
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な森林 （旧玉之浦町） 
71,74,75,76 
（旧岐宿町） 
9,11,12,14,15,35 
（旧三井楽町） 
14 
 

909.07 

土地に関する災害の防止機

能及び土壌の保全の機能の

維持増進を図るための森林

施業を推進すべき森林 

(旧福江市) 
2~4,31,82,83 
(旧玉之浦町) 
24,25,26,79,81,82 
(旧岐宿町) 
7 
 

 
 
746.70 

快適な環境の形成の機能の

維持増進を図るための森林

施業を推進すべき森林 

※（）内は小班番号 

（旧富江町） 
38(54-4,54-10),47(46-10,46-30,46-35) 
（旧岐宿町） 
23(10-1,318,319,332,332-1,335,355,355-
1,355-2,367~370,385-5,386~428,430,432) 
（旧三井楽町） 
11(1-4~1-6,2,3-1,3-2,7-1~7-9,8,8-2,8-3,10) 
 

 
 
24.77 

保健文化機能の維持増進を

図るための森林施業を推進

すべき森林 

(旧福江市) 
63,65,94 
(旧富江町) 
47,49~54 
(旧玉之浦町) 
95~101 
 

 
 
798.22 

木材の生産機能の維持増進

を図るための森林施業を推

進すべき森林 

(旧福江市) 
2~4,10~12,17,31,38,44,45,52~56,69~71,73
~79,82~86,88 
(旧富江町) 
6,13,14,19~37 
(旧玉之浦町) 
2,7,8,33~35,47,56,71 
(旧岐宿町) 
1,6,11~15,18~21,38~52,54~58 
(旧三井楽町) 
11~15 
 

 
 
 
6,297.02 

 木材の維持増進を図るた

めの森林施業を推進すべ

き森林のうち、特に効率的

な施業が可能な森林 

  

※ 上記の森林の区域の記載については、付属資料の公益的機能別施業森林区域図に図示する。 
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【別表２】 

施業の方法 森林の区域(林班) 面積(ha) 

伐期の延長を推進すべき森

林 

(旧福江市) 
1,5~8,10~30,32,33, 
35~62,64,66~81,84~91,95~98, 
114~160 
(旧富江町) 
1~46, 48 
(旧玉之浦町) 
1~23,27~78,80,83~94, 
102~104 
(旧岐宿町) 
1~6,8~64 
（旧三井楽町） 
1~17 
(旧奈留町) 
1~23,25~37 
 

 
 
20,984.46 

長伐期施行を推進すべき森

林 

※旧富江町38,47林班、旧岐

宿町 23 林班、旧三井楽町 11

林班については、別表１の

「快適な環境の形成の機能の

維持増進を図るための森林

施業を推進すべき森林」で指

定した小班を対象とする。 

(旧福江市) 
2,3,4,31,82,83,63,65,94 
(旧富江町) 
38,47,49~54 
(旧玉之浦町) 
24,25,26,79,81,82,95~101 
(旧岐宿町) 
7,23 
（旧三井楽町） 
11 
 

 
 
1,569.69 

複層林

施 業 を

推進す

べ き 森

林 

複層林施業を推進

すべき森林（択伐

によるものを除く） 

  
 
 

択伐による複層林

施業を推進すべき

森林 

  

特定広葉樹の育成を行う森

林施業を推進すべき森林 

  

 

３ その他必要な事項 

該当なし 

 

第５ 委託を受けて行う森林の施業又は経営の実施の促進に関する事項 

 

 １ 森林の経営の受委託等による森林の経営の規模の拡大に関する方針 

当市における森林所有者の所有規模の平均は５ｈａ未満と小規模であるが、生産森林組合や

集落有林を核として、団地化を進め、搬出間伐が可能となる森林施業ができるように路網を整備
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する。また、森林組合等林業事業体への受託を効率的に増加するため、林業普及指導員、市、森

林組合、林業事業体、森林所有者が連携し、地域ぐるみで森林の経営規模の拡大に努める。 

 

２ 森林の経営の受委託等による森林の経営の規模の拡大を促進するための方策 

 森林所有者（不在村を含む）等への長期の施業の受委託等森林の経営の受委託を働きかけ、

森林所有者や地域の意向に沿った森林経営を目指す。また施業を行う事業体については、森林

施業プランナーをはじめ作業員の人材育成、高性能林業機械・各種施設整備における支援を行う

ものとする。 

 特に、先進的な地域での取り組みをモデルとして、評価・検証し他の地域へ面的に拡大していく

ものとする。 

 

３ 森林の経営の受委託等を実施する上で留意すべき事項 

 森林所有者から委託を受けた事業体においては、その経営方針を明確化する観点から、「森林

経営計画」の樹立を促進させ、その樹立及び樹立後の運営管理については、林業普及指導員等

の指導を受けながら推進していくものとする。 

 

 ４ 森林経営管理制度の活用に関する事項 

（１）森林経営管理制度の基本的な方法 

森林所有者が自ら経営管理を行うことができない場合には、森林経営管理制度の活用を図り、

森林の所有者から経営管理権を取得した上で、林業経営に適した森林については意欲と能力の

ある林業経営者に経営管理実施権を設定するとともに、経営管理実施権の設定が困難な森林及

び当該権利を設定するまでの間の森林については、森林環境譲与税を活用しつつ、市町村森林

経営管理事業を実施することにより、適切な森林の経営管理を推進する。 

経営管理権集積計画又は経営管理実施権配分計画の作成に当たっては、本計画に定められ

た公益的機能別施業森林や木材の生産機能維持増進を図るための森林施業を推進すべき森林

等における施業の方法との整合性に留意する。 

経営管理権又は経営管理実施権の設定された森林又は設定が見込まれる森林については、

当該森林の状況等に応じて公益的機能別施業森林又は木材の生産機能維持増進を図るための

森林施業を推進すべき森林の区域に位置付けるとともに、市が森林経営管理事業を行った森林

については、必要に応じ保安林指定に向けた対応を行い、当該区域において定める森林施業等

の確実な実施を図る。 

（２）五島市における森林経営管理制度の運用方針 

 施業履歴等から森林整備が特に必要な区域を定め、当該区域において、地域の実情を踏ま

え、優先度の高い地域から経営管理意向調査、森林現況調査、経営管理集積計画の作成等を

進める。 

 市町村森林経営管理事業を実施する場合にあっては、当該事業の対象となる森林の状況等

を踏まえ、本計画に定める森林の整備に関する事項（間伐及び保育の標準的な方法や公益的機
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能別施業森林等において推進すべき施業の方法等）に適合する施業を行う。 

  

５ その他必要な事項 

 委託を受けた事業体に対し、事業の円滑な推進と森林所有者の意向を重視する観点から、事

業前の「森林施業プラン」の提示と事業後の精算報告を森林所有者へ行うものとする。 

間伐、森林作業道の整備については、事業体の森林施業プランナーが主体的に現地調査を行

い、森林施業プランの提示を行うことを促進する。     

境界の明確化については、森林所有者が特定される情報の提供を行い、効率的に境界の確定

に努めるものとする。 

また、森林作業道、土場、作業場等を共同で利用するため、森林経営計画の区域を拡大すると

ともに、そこで共同使用と実施実効性の担保については森林所有者においても維持管理に努め

るものとする。 

 

第６ 森林施業の共同化の促進に関する事項 

 

１ 森林施業の共同化の促進に関する方針  

該当なし 

 

２ 施業実施協定の締結その他森林施業の共同化の促進方策 

該当なし 

 

３ 共同して森林施業を実施する上で留意すべき事項 

該当なし 

 

４ その他必要な事項 

該当なし 

 

第７ 作業路網その他森林の整備のために必要な施設の整備に関する事項 

 

 １  効率的な森林施業を推進するための路網密度の水準及び作業システムに関する事項 

 路網設計する場合、目標とする生産性を決め、その生産性を達成できる路網整備水準とするた

め、基本的には、５ｍ３程度の積載量のフォワーダが安全に走れることを前提として「森林作業道

作設指針（平成２３年４月２８日付２３森整第８２号）」に準じて幅員、排水計画、縦断勾配を決め実

施するものとする。 

森林作業道での搬出距離は原則として最大でも１ｋｍ程度以内に抑えるものとする。このため、

流域全体を見渡して、トラックの通る基幹道（林業専用道）をどこまで入れるかを設計する。 

路網計画の立案については、これから必要とする作業道の延長距離も膨大であることから、路
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網密度を高めすぎては、整備できる森林面積も限られてしまうため、流域全体を考えて優先順位

をつけて、林業専用道・森林作業道を計画するものとする。 

なお、路網密度の水準については、木材搬出予定箇所に適用すべきこと、尾根、渓流、天然林

等の除地には必要以上に適用しない。 

 また、地形傾斜に応じた搬出方法や路網と高性能林業機械を組み合わせた効率的な作業シス

テムの考え方については次のとおり。 

区分 作業システム 路網密度 （m/ha) 

基幹路網 細部路網 合計 

緩傾斜地 

（ 0°～15°） 

車両系 

作業システム 

３５ ７５ １１０ 

中傾斜地 

（15°～30°） 

車両系 

作業システム 

２５ ６０ ８５ 

架線系 

作業システム 

２５ ０ ２５ 

急傾斜地 

（30°～35°） 

車両系 

作業システム 

１５ ４５ ６０ 

架線系 

作業システム 

１５ ５ ２０ 

急峻地 

（35°～    ） 

架線系 

作業システム 

５ ０ ５ 

注１：「架線系作業システム」とは、林内に架設したワイヤーロープに取り付けた搬器等を移動さ

せて木材を吊り上げて集積するシステム。タワーヤーダ等を活用する。 

注２：「車両系作業システム」とは、林内にワイヤーロープを架設せず、車両系の林業機械により

林内の路網を移動しながら木材を集積、運搬するシステム。フォワーダ等を活用する 

 

２ 路網整備と併せて効率的な森林施業を推進する区域に関する事項 

計画期間内に作業路網等の整備と併せて効率的な森林施業を推進する区域（路網整備等推進

区域）は次のとおり。 

路 網 整 備 等 推

進区域(林班) 
面 積

(ha) 
開設予定路線 

開設予定 

延長(m) 
対図番号 備考 

18,19,20 83 内闇線 3,200 ①   

13,18 115 ザレガシ線 2,800 ②   

33,34,47,49,50
,52,53 

158 岩谷線 4,700   ③  

51,56,57 156 川原線 5,100   ④  

49,50,51 119 南部憩坂線 4,600   ⑤  

 

 ３ 作業路網の整備に関する事項 

（１） 基幹路網に関する事項 

ア 基幹路網の作設にかかる留意点 

 森林路網のうち、基幹路網として位置付けられているものは、林道と林業専用道である。 
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林道は、「林道規程」（昭和４８年４月１日付け４８林野道第１０７号林野庁長官通知）により、そ

の規格・構造が定義され、森林へのアプローチを容易にし、適切な森林施業を行うための基盤と

して、また、山村と都市の共生・対流を図るためのアクセス道路としても利用される。 

林業専用道は、「林業専用道作設指針」（平成２２年９月２４日付け２２林整第６０２号林野庁長

官通知：「林道規程」で規格･構造が定義）を基本として、長崎県林業専用道作設指針（平成２３年

４月２８日付２３森整第８２号森林整備室長）に則り開設する。 

林業専用道は、幹線となる林道を補完し、森林作業道と組み合わせて、間伐作業など森林施

業に直結する道をいい、普通自動車（１０トン積程度のトラック）や大型ホイールタイプフォワーダ

の輸送能力に応じた規格・構造を有するものである。 

車道幅員は、３．０ｍ（路肩片側の０．２５ｍの全幅員３．５ｍを基本）とし、設計速度は１５ｋｍ/h。 

また、地形･地質等の現地の状況に適合し、必要最小限の規格構造を有しながら、必要な輸送

の能力を確保した規格を有する道として、平均傾斜２５度から３０度程度以下の斜面に作設するこ

とを基本とする。 

開設に当たっては、災害の激甚化や走行車両の大型化、未利用材の収集運搬の効率化に対

応し、河川沿いを避けた尾根寄りの線形の選択、余裕ある幅員や土場等の適切な設置、排水施

設の適切な設置等を推進する。また、既設林道の改築改良に当たっては、走行車両の大型化に

対応できるよう、曲線部の拡幅や排水施設の機能強化など質的な向上を図るものとする。 

イ 基幹路網の整備計画 

       単位（延長：ｋｍ 面積：ha） 

開

設 

拡

張 

種類 区分 

位置    

（旧市

町村） 

路線名 

延長    

及び      

箇所数 

利用 

区域 

面積 

前半 5

ヵ年の

計画箇

所 

対

図 

番

号 

備考 

開

設 

自動 

車道 

林業 

専用道 
福 江 内闇線 3.2 83 ○ ①  

開

設 

自動 

車道 

林業 

専用道 
福 江 ザレガシ線 2.8 115 ○ ②   

開

設 

自動 

車道 

林業 

専用道 
玉之浦 岩谷線 4.7 158  ③  

開

設 

自動 

車道 

林業 

専用道 
岐 宿 川原線 5.1 156 ○ ④  

開

設 

自動 

車道 
林道 岐 宿 南部憩坂線 4.6 119 ○ ⑤  

開

設

計 

      計 
5 箇線 

20.4km 
 

4 箇線 

15.7km 
   

拡

張 

改良・ 

舗装 
林道 福 江 平山第２ 0.9 38  ⑥  

拡

張 
舗装 林道 富 江 樋の本 2.0 71  ⑦  

拡

張 
舗装 林道 玉之浦 道口 0.9 463  ⑧  
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拡

張 
改良 林道 岐 宿 浦ノ川 0.8 37  ⑨  

拡

張 
舗装 林道 岐 宿 寺脇 1.3 144  ⑩  

拡

張 
舗装 林道 岐 宿 二本楠 3.0 116  ⑪  

拡

張 
舗装 林道 岐 宿 佐舗坂ノ上 7.6 393  ⑫  

拡

張 
舗装 林道 奈 留 熊高 0.5 170  ⑬  

拡

張 

改良・

舗装 
林道 玉之浦 七岳 0.8 121  ⑭  

拡

張 
舗装 林道 岐 宿 中岳 0.5 78 ○ ⑮  

拡

張 
改良 林道 玉之浦 丸山 0.1 119 ○ ⑯   

拡

張 
改良 林道 玉之浦 丹奈 0.5 117 ○ ⑰  

拡

張 

改良・

舗装 
林道 

岐 宿 

玉之浦 

富江- 

玉之浦 
2.0 382 ○ ⑱  

拡

張 

改良・

舗装 
林道 富江 隠河内 1.0 172 ○ ⑲  

拡

張

計 

   計 
14 箇線 

21.9km 

 

 

 

5 箇線 

4.1km 
  

ウ 基幹路網の維持管理に関する事項 

 「森林環境保全整備事業実施要領」（平成１４年３月２９日付け１３林整整第８８５号林野庁長官

通知）、「民有林林道台帳について」（平成８年５月１６日８林野基第１５８号林野庁長官通知）等に

基づき、管理者を定め、台帳を作成して適切に管理する。 

 また、「林道施設に係る個別施設計画策定のためのガイドラインの策定について」（平成２７年３

月２７日付け２６林整整第８５２号林野庁森林整備部整備課長通知）等に基づくインフラの長寿命

化を図るため、林道橋等の個別施設計画を策定し、計画に基づき点検と補修を実施する。 

（２） 細部路網に関する事項 

ア 細部路網の作設に係る留意点 

森林作業道は、「森林作業道作設指針」（平成２２年１１月１７日付２２林整整第６５６号林野庁

長官通知）を基本として、長崎県森林作業道作設指針（平成２３年４月２８日付２３森整第８２号森

林整備室長）に則り開設する。 

森林作業道は、最も森林施業や管理に直結する道として、「低コストで、壊れにくく、耐久性のあ

る道」とし、簡易な修復で復旧できる森林作業道を作設することを目標とする。 

また、土構造を基本とし、作設する地形傾斜と作業システムとして想定した林内作業機械によ

って、効率性と安全性を確保する幅員（２．５～３．０ｍ）を決定する。 

平面線形は地形に沿った屈曲線形を原則とし、縦断線形は地形等を考慮して、切盛法高や切

盛土量の抑制と、路面排水を図るため波型線形（波型勾配）を基準とする。 
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イ 細部路網の維持管理に関する事項 

  森林作業道作設指針等に基づき、森林作業道が継続的に利用できるよう適正に管理する。 

 

４ その他必要な事項 

上記の他、山土場、機械の保管庫等木材の合理的な搬出を行うために必要とされている施設

の整備等その他森林の整備のために必要な施設は下記のとおり。 

施設の種類 位置 規模 対図番号 備考 

二本楠加工場 岐宿町 7,994.14 m2  △1   

 

第８ その他必要な事項 

 

１ 林業に従事する者の養成及び確保に関する事項 

林業労働力確保支援センターとの連携により、伐倒や搬出技術、路網開設技術を有する人材

の育成に努めるものとする。 

 さらに、森林技術者（フォレストワーカー）の雇用の長期化・安定化を図るとともに、就労条件の

整備、安定管理体制の強化等による労働安全衛生の確保、社会保障の充実を図り、森林技術者

の新規参入及び定着化に努めるものとする。 

 

２ 森林施業の合理化を図るために必要な機械の導入の促進に関する事項 

 生産性の向上、労働強度の軽減及び安全性の確保を図るため、高性能林業機械の導入を促進

する。 

 このため、路網の整備状況に応じた作業システムの普及と、林業機械オペレーターの養成、機

械の共同利用化等による稼働率の向上、機械作業に必要となる路網等の施設の整備に努める。 

高性能林業機械を主体とする林業機械の導入目標 

作業の種類 現状（参考） 将来 

伐倒 

造材 

集材 

  

五島流域 

（１５度未満） 

チェンソー、プロセッサ、タ

ワーヤーダ、フォワーダ 

ハーベスタ、プロセッサ、フェラーバン

チャ、トラック、チェンソー、スイングヤ

ーダ、フォワーダ 

五島流域 

（１５度以上） 

チェンソー、プロセッサ、タ

ワーヤーダ、フォワーダ 

チェンソー、プロセッサ、タワーヤー

ダ、フォワーダ、スイングヤーダ 

造林  

保育等 

地拵、下刈 チェンソー、下刈機 チェンソー、下刈機 

 

３ 林産物の利用の促進のために必要な施設の整備に関する事項 

 計画的な素材生産を推進し、共同出材等により原木の出荷量の拡大及び供給の安定化を図る。 

 また、これから増加が予想される原木取扱いに対応するため、原木流通拠点施設の検討や生

産現場での原木流通の改善・合理化を図るための山元土場の整備を促進する。 
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 島外への出荷については、原木の価格や量を定めた安定的な協定取引関係の確立を推進する。 

 また、合法的に伐採されたことが確認できた木材・木材製品を消費者・実需者が選択できるよう、

合法伐採木材等の流通及び利用について、関係者一体となって推進するよう努めるものとする。 

（１）林産物の生産（特用林産物）・流通・加工・販売施設の整備計画 

該当なし 

 

Ⅲ 森林の保護に関する事項 

 

第 1 鳥獣害の防止に関する事項 

 

  1 鳥獣害防止森林区域及び当該区域内における鳥獣害の防止の方法 

野生鳥獣による森林の被害状況等に応じ、当該鳥獣害を防止するための措置を実施すべ

き森林の区域及び当該区域内における鳥獣害の防止の方法について、地域森林計画で定め

る鳥獣害の防止に関する事項を踏まえ、次の（１）及び（２）について記載する。 

(1)区域の設定 

鳥獣害防止森林区域を別表３に定めるものとする。 

別表３（防止森林区域がある場合） 

対象鳥獣の

種類 

森林の区域 面積(ha) 

ニホンジカ （旧富江町） 

6,14,16,19~33,35~37,39~43,46 
1596.13 

ニホンジカ （旧玉之浦町） 

1,4～38,40～59,62～75 
3716.69 

ニホンジカ （旧三井楽町） 

10～17 
577.09 

ニホンジカ （旧岐宿町） 

37～49,56～60 
1339.51 

(2)鳥獣害の防止の方法 

 森林の適確な更新及び造林木の確実な育成を図ることを旨として、地域の実情に応じて、

対策鳥獣の別に防護柵の設置若しくは維持管理、幼齢木保護具の設置、剥皮防止帯の設置、

現地調査等による森林のモニタリングの実施等による植栽木の保護措置又はわな捕獲（ド

ロップネット、くくりわな、囲いわな、箱わな等によるものをいう。）、誘引狙撃等の銃器

による捕獲等の鳥獣害防止対策を推進する。 

 また、鳥獣害防止対策の実施に当たっては、関係機関と連携して推進することとし、鳥獣

保護管理施策や農業被害対策等と連携する。 

 

  ２ その他必要な事項 
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  鳥獣害の防止の方法の実施状況を確認するため、必要に応じて植栽木の保護措置実施

箇所への調査･巡回、各種会議での情報交換、区域内で森林施業を行う林業事業体や森林所

有者等からの情報収集等に努めるものとする。 

 

 第２ 森林病害虫の駆除及び予防、火災の予防、その他の森林の保護に関する事項 

 

 １ 森林病害虫の駆除及び予防の方法 

（１）森林病害虫等の駆除及び予防の方針及び方法 

 森林病害虫等の駆除及び予防について、森林病害虫等による被害の未然防止、早期発見及

び早期駆除等に努めるものとする。 

  また、被害抑制のための健全な森林の整備と防除対策の重点化、地域の自主的な防除活動

等の一層の推進を図るとともに、被害の状況等に応じ被害跡地の復旧支援及び抵抗性を有

する品種及び他の樹種への転換を推進する。 

特に、松枯れ被害対策については、被害の状況、森林の構成等地域の実態を踏まえて詳細

を把握し早急な駆除・防除を実施する。 

なお、森林病害虫のまん延のため緊急に伐倒駆除する必要が生じた場合等については、伐

採の促進に関する指導等を行うこととする。 

（２）その他 

 （１）のほか、森林病害虫等による被害の未然防止、早期発見及び薬剤等による早期駆除

などに向け、被害監視から防除実行まで関係機関と連携して対応できる体制づくりに努め

るものとする。 

   

 ２ 鳥獣害対策の方法（第１に掲げる事項を除く） 

 鳥獣害の防止の方法の実施状況を確認するため、必要に応じて植栽木の保護措置実施

箇所への調査･巡回、各種会議での情報交換、区域内で森林施業を行う林業事業体や森

林所有者等からの情報収集等に努めるものとする。 

 

３ 林野火災の予防の方法 

 林野火災の防止のため、防火線の設置、初期防火用水の整備等の事項のほか、地域住民に

対する防火対策のための普及啓発等を行う。 

 

４ 森林病害虫の駆除等のための火入れを実施する場合の留意事項 

 火入れを実施する場合には、火入れの目的、火入れの方法等の留意事項について関係機関

と事前に調整連絡を行い実施するものとする。 

 

 ５ その他必要な事項 

 森林病害虫等による被害の未然防止、早期発見及び薬剤等による早期駆除などに向け、市、
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森林組合、林業普及指導員、森林所有者等の連携によって被害対策や被害監視から防除実施

について的確に実行するものとする。 

 

Ⅳ 森林の保健機能の増進に関する事項 

 

１ 保健機能森林の区域 

保健機能森林の区域 

森林の所在 森林の林種別面積（ha）  備考 

 位置 林小班 合計 人工林 天然林 無 立 木

地 

竹林 その他 

五島市 該当なし        

 

２ 保健機能森林の区域内の森林における造林、保育、伐採その他の施業の方法に関する事

項 

造林、保育、伐採その他の施業の方法 

施業の区分 施業の方法 

該当なし  

 

３ 保健機能森林の区域内における森林保健施設の整備に関する事項 

（１） 森林保健施設の整備 

該当なし 

（２） 立木の期待平均樹高 

森林保健施設の整備 

施設の整備 

該当なし 

 

４ その他必要な事項 

該当なし 

 

Ⅴ その他森林の整備のために必要な事項 

 

１ 森林経営計画の作成に関する事項 

（１）森林経営計画の記載内容に関する事項 

森林経営計画の作成にあたっては、次に掲げる事項について適切に計画するものとする。 

（ア）Ⅱの第２の３の植栽によらなければ適確な更新が困難な森林における主伐後の植栽 

（イ）Ⅱの第４の公益的機能別施業森林等の整備に関する事項 

（ウ）Ⅱの第５の３の森林の経営の受委託等を実施する上で留意すべき事項及びⅡの第６の３の 
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共同して森林施業を実施する上で留意すべき事項 

（エ）Ⅲの森林の保護に関する事項 

   なお、経営管理実施権が設定された森林については、森林経営計画を樹立して適切な施業

を確保することが望ましいことから、経営管理実施権配分計画が公告された後、林業経営者は、

当該森林について森林経営計画の作成に努めるものとする。 

（２）路網の整備の状況その他の地域の実情からみて造林、保育、伐採及び木材の搬出を一

体として効率的に行うことができると認められる区域 

森林法施行規則第３３条第１号ロの規定に基づく区域について、次のとおり定めるものとする。 

区域名 林 班 区域面積（ｈａ） 

森林の区域の記載については、付属資料のとおり 

 

２ 生活環境の整備に関する事項 

 適切な森林整備により森林の多面的機能の維持増進を図る上で地域への定住や都市との交

流の促進など地域の振興を図るため、既存の施設を有効活用するものとする。 

 

３ 森林整備を通じた地域振興に関する事項 

      本市の伝統と文化に大きな影響を与えてきた椿の植栽や育成について、ＮＰＯ法人や緑の少

年団等を中心として森林づくりへの直接参加を支援する。 

 

４ 森林の総合利用の推進に関する事項 

 鬼岳周辺では、椿園及び樹木園が整備されており、市民と森林とのふれあいの場としての役割

が期待されている。このことから、市民参加型のイベントやふれあいの場としてのＰＲ活動を通し

て、より市民に親しまれる空間としての整備を進める。 

 

５ 住民参加による森林の整備に関する事項 

該当なし 

 

６ 森林経営管理制度に基づく事業に関する事項 

計画期間内における五島市森林経営管理事業計画 

区域 作業種 面積 備考 

五島市一円のうち、離島（椛島、ツ

ブラ島、多々良島、屋根尾島、サザ

エ島、赤島、黄島、黒島、津多羅

島、嵯峨島等島嶼）区域を除く区域 

保育間伐 年間 20ha 程度を予定 令和 4 年度～

令和 14 年度を

予定 

 

７ その他必要な事項 

（１） 制限林等の施業に関する事項 
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法令により施業について制限を受けている森林については、当該制限に従って施業を実施す

るものとする。なお、制限林において重複があるものについては、制限の最も強い法令に基づい

て施業するものとする。 

（２） 国土の保全の観点から森林として管理する土地に関する事項 

保安林をはじめ制限林にかかわらず、森林の持つ山地災害防止機能を損ねることがないよう

に、路網開設に伴う土砂の流出については十分留意する。 

（３） 環境の保全等の観点から保全すべき森林に関する事項 

生活環境の機能保全を図るため、里山の景観保全を重視するものとし、荒廃森林の解消に努

めるものとする。 

（４） 公有林の整備に関する事項 

市内に存する公社、県営林、市有林等の公有林と私有林が効率的な森林施業を行うため、路

網配置の選定等については、調整を図るものとする。 

（５）移住者定住の促進に関する事項 

都市住民を中心としたＵＪＩターン者等の定住の促進を図るため、山村地域の生活環境の整備

等森林施業の合理化に努めるものとする。 

（６）ツバキ油の需要拡大に関する事項 

ツバキ油の原料となるツバキ実（種子）の生産量の増大や平準化を図り、ツバキ油の需要の拡

大や販路の開拓に努め、農林家の複合経営の確立を推進するものとする。 
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付属資料 

１ 市町村森林整備計画概要図 

  縮尺 5 万分の１地形図 

 

２ 参考資料 

(1) 人口及び就業構造 

①年齢層別人口動態 
 年次 総   計 0～14 歳 15～29 歳 30～44 歳 45～64 歳 65 歳以上 

計 男 女 小計 男 女 小計 男 女 小計 男 女 小計 男 女 小計 男 女 

実数 

(人) 

2010 年 

2015 年 

2020 年 

40,622

37,331

34,391

18,782

17,335

16,141

21,840

19,996

18,250

4,807

4,146

3,611

2,481

2,107

1,800

2,326 

2,039 

1,811 

3,765

2,945

2,683

1,848

1,515

1,395

1,917

1,430

1,288

5,853

5,172

4,398

2,907

2,555

2,189

2,946

2,617

2,209

12,624

11,236

9,596

6,258

5,555

4,730

6,366

5,681

4,866

13,545

13,710

14.103

5,273

5,540

6,027

8,272

8,170

8,076

構成

比 

（%） 

2010 年 

2015 年 

2020 年 

100.0 

100.0 

100.0 

46 

47 

47 

54 

53 

53 

12 

11 

10 

6 

6 

5 

6 

5 

5 

10 

8 

8 

5 

4 

4 

5 

4 

4 

14 

14 

13 

7 

7 

6 

7 

7 

7 

31 

30 

28 

15 

15 

14 

16 

15 

14 

33 

37 

41 

13 

15 

18 

20 

22 

23 

（注）１．資料は国勢調査による。 

   ２．年次は、結果が公表されている最近３回の国勢調査年次。 

   ３．総数の計の（  ）内には隔年地の比率。 

②産業部門別就業者数等 

  総   計 第1次産業 第 2 次

産業 

第 3 次

産業 
農業 林業 漁業 小計 

実数 

(人) 

2005年 

2010年 

2015年 

18,858 
17,009 
16,236 

1,718 
1,559 
1,479 

4 
24 
20 

1,505 
1,208 
992 

3,227 
2,791 
2,491 

3,030 
2,192 
2,114 

12,584 
12,026 
11,631 

構成比 

(％) 

2005年 

2010年 

2015年 

100.0 
100.0 
100.0 

8 
9 
9 

0 
0 
0 

10 
8 
6 

18 
17 
15 

19 
16 
13 

63 
67 
72 

（注）１．資料は国勢調査による。 

   ２．年次は、結果が公表されている最近３回の国勢調査年次。 

 

(2)土地利用 

  

年次 
総土地 

面 積 

耕地 林野 

その他 
計 田 畑 計 森林 

原野 
( 野 草
地） 

面積

(ha) 

2010 42,081 4,940 1,630 3,310 27,355 27,055 300 9,786 

2015 42,005 4,900 1,570 3,330 27,365 27,065 300 9,740 

2020 42,012 4,800 1,470 3,330 27,289 26,989 300 9,923 

構成

比 

2010 100% 11.7% 3.9% 7.9% 65.0% 64.3% 0.7% 23.3% 

2015 100% 11.7% 3.7% 7.9% 65.1% 64.4% 0.7% 23.2% 

2020 100% 11.4% 3.5% 7.9% 65.0% 64.3% 0.7% 23.6% 

（注） １．資料は国勢調査による。 
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２． 年次は、結果が公表されている最近３回の国勢調査年次。 

(3) 森林資源の現況等 

①保有者形態別森林面積                                              単位 面積：ha 

保有形態   総 面 積 林種別 人工林率 

（B/A） 面積 

（A） 

比率 人工林 

（B） 

天然林 竹林・無立

木地 

総数 27290.22 100％ 3,828.08 11,985.30 1,476.84 51% 

国有林 

(官行造林地) 

3,468.72 

(385.90) 

13％ 

 

1987.25 

(347.73) 

1440.37 

(28.84) 

41.1 

(9.33) 

57％ 

(90％) 

公 

有 

林 

計 

県有林 

(県行造林地) 

市有林 

財産区有林 

6,269.59 

1264.89 

(1,253.36) 

4,477.12 

527.58 

23％ 

 

 

 

 

3,898.55 

1,093.01 

(1,085.05) 

2,384.39 

421.15 

2,074.49 

130.52 

(127.80) 

1,857.35 

86.62 

296.55 

41.36 

(40.51) 

235.38 

19.81 

62％ 

86% 

(87%) 

53% 

80% 

私有林 17,551.91 64％ 7,942.28 8,470.44 1139.19 45％ 

（注）１．国有林については森林管理局の資料により、民有林については令和 3 年 12 月 28 日五

島壱岐地域森林計画の市町村別森林資源表による。 

   ２．官行造林地は「国有林」欄に、県行造林地等は「都道府県有林」欄に（ ）書きで内数とし

て記載するとともに、部分林及び分収林は造林者が保有しているものとして記入する等

実質的な経営主体により区分して記入。学校林は市町村有林に含める。 

   ３．私有林には、社寺有林、組合有林、造林公社造林地、入会林野を含める。 

②（市町村）者・不在（市町村）者別私有林面積 

 年次 私有林合計 在(市町村)

者面積 

不在（市町村）者 面積 

計 県内 県外 

実数 ha 2005 年 17,425 14,293 1,390 940 450 

構成比 % 2005 年 100 95 (100) (66) (34) 

「令和 2 年度長崎県の林業統計」による 

（注）１． 構成比（ ）は、不在（市町村）者面積の県内県外比率。 
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③民有林の齢級別面積                                  単位 面積：ha 

 総数 

 

齢 級 

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11以上 

民有林 22,385.76 0.44 1.70 4.35 12.15 67.99 156.97 350.01 918.20 2,048.74 2,968.21 15857.00 

人工林 11,840.83 0.25 0 2.83 11.22 48.50 115.75 303.66 809.11 1,865.93 2,017.51 6,666.07 

ヒノキ 8,959.63 0.25 0 0.81 3.57 17.54 67.56 256.63 658.65 1,661.50 1,838.82 4,454.30 

スギ 2,670.40 0 0 1.30 5.41 15.88 22.41 32.91 144.31 200.32 173.05 2,074.81 

天然林 10,544.93 0.19 1.70 1.52 0.93 19.49 941.22 46.35 109.09 182.81 950.70 9,190.93 

（備考)             

（注）1. 令和 3 年 12 月 28 日五島壱岐地域森林計画の資料（森林資源構成表）を参考。 

④ 保有山林面積規模別林家数 

面積規模 林家数 

1～3ha 未満 514 10～50ha 14 

3～5ha 61 50ha 以上 0 

5～10ha 36 総数 625 

（注）2010 年世界農林業センサス長崎県統計書より 

⑤ 作業路網の状況 

（ア）基幹路網の現況 

区分  路線数 延長（km) 備考 

 基幹路網 

 

 58 140.300km  

うち林業専用道 3 4.147km  

（イ）細部路網の現況 

区分  路線数  延長（km) 備考 

 森林作業道         229        145  

（注）⑤の２表については、森林環境保全整備事業実施要領の運用(平成 14 年 12 月 26 日 14 林

整整第 580 号林野庁整備課長通知)5 の(3)、森林整備加速化・林業再生基金事業実施要領の運

用について(平成 21 年 5 月 29 日 21 林整計第 87 号林野庁長官通知)第 6 の 2、森林・林業・木

材産業づくり交付金実施要領の運用について(平成 20 年 3 月 31 日 19 林政経第 307 号林野庁

長官通知)第 5 の 2 及び森林環境保全整備事業実施要領の運用の一部改正について(平成 23

年 5 月 17 日 23 林整整第 101 号林野庁整備課長通知)により廃止された造林作業道実施基準

例の送付について(昭和 57 年 6 月 4 日 57－12 林野庁造林課長通知)に基づき作成された管理

台帳に登載された路線等を記載。 
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(4) 市町村における林業の位置付け 

①産業別総生産額             （単位：百万円） 

                               

（注）  都道府県別産業別総生産額 

は、内閣府「県民経済計算年   

報」に掲載されている、これ 

に準ずる方法により算定さ 

れる市町村別の数値。 

 

 

(5) 林業関係の就業状況 

区分 組合・事業者数 就業者数 
 

備考 
うち作業員数 

森林組合 1 19 15 (名称：五島) 

生産森林組合 17 役員 124 ―  

素材生産業 ― ― ―  

製材業 6 85 56  

森林管理署 1 1 ―  

       …     

合計 25 247 87  

(注)関係各機関への聞き取りによる 

 

（6）林業機械等設置状況 
区分 

総数 
地方公

共団体 

森林 

組合 
会社 個人 その他 

備  考 

集材機 2  2     

モノケーブル       ジグザグ集材施設 

リモコンウインチ       
無線操作による巻上げ搬

器 

自走式搬器 1  1    
リモコン操作による巻上

げ搬器 

運 材 車       林内作業車 

ホイールトラクタ       主として索引式材用 

動力枝打機 6  6    自動木登式 

トラック 2  2    主として索引式集材用 

グラップルクレーン 1  1    グラップル式のクレーン 

チェーンソー 16  16     

        

  総 生 産 額 （A） 110,716 

   

内 

 

訳 

第１次産業 8,033 

 うち 林  業 （B） 177 

第 2 次産業 7,583 

 うち 木材・木製品製造業（C） － 

第３次産業 95,100 
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（高性能機能）        

フェラーバンチャ       伐倒、木揃用の自走式 

スキッダ       索引式集材車両 

プロセッサ、 

グラップルソー 
3  3    

枝払、玉切、集積用自走

機 

ハーベスタ 1      
伐倒、枝払、玉切、集積

用自走機 

フォワーダ 2  2    積載式集材車両 

タワーヤーダ 1  1    タワー付集材機 

スイングヤーダ        

(注)令和 2 年度林業機械保有状況調査による。 

 

（7）林産物の生産概況 

    種類 素材 チップ シイタケ つばき油 

 

生 産 量 1997m3 2,677m3 0ｔ 16.37 ｋｌ 

（注） 関係各機関への聞き取り及び令和 2 年度特用林産物生産統計調査集計表より 

 

（8）森林経営管理制度による経営管理権の設定状況 

番

号 

所在 現況 経営管理実施権

の設定の有無 

1 五島市富江町田尾 面積：34.04ha、樹種：スギ・ヒノキ、林齢：33～74 有 

2 五島市富江町松尾 面積：12.39ha、樹種：スギ・ヒノキ、林齢：25～70 有 

 

（9）その他必要なもの 

  該当なし 



1/250000

公益的機能別施業森林の区域

ゾーニング区分

凡例

水源涵養機能維持増進森林

山地災害防止機能/土壌保全機能維

持増進森林

快適環境形成機能維持増進森林

保健・文化機能維持増進森林（生物

多様性保全機能を含む）

木材の生産機能維持増進森林

施業種

伐期の延長

長伐期

長伐期

長伐期

１



1/250000

鳥獣害防止森林区域

鳥獣害防止森林

凡例



＜凡 例＞

①内闇線

②ザレガシ線

⑱富江―玉之浦線

③岩谷線

Ｎ

④川原線

⑤南部憩坂線

⑥平山第２線

⑦樋ノ本線⑧道口線

⑨浦ノ川線
⑩寺脇線

⑪二本楠線

⑫佐舗坂ノ上線

⑬熊高線

⑭七岳線
⑮中岳線

⑯丸山線

⑰丹奈線

⑲隠河内線

1/250000

路網整備等推進区域



＜凡 例＞

1/150000

①内闇線

②ザレガシ線

⑱富江―玉之浦線

③岩谷線

Ｎ

④川原線

⑤南部憩坂線

⑥平山第２線

⑦樋ノ本線⑧道口線

⑨浦ノ川線
⑩寺脇線

⑪二本楠線

⑫佐舗坂ノ上線

⑬熊高線

⑭七岳線 ⑮中岳線
⑯丸山線

⑰丹奈線

森林路網の開設及び拡張計画路線位置図

林道開設

林道拡張

＜凡 例＞

⑲隠河内線




